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早稲田大学・読売新聞共同実施 

「日本人の社会的期待に関する意識調査」（Waseda-PAPI2009） 

調査の概要 

１．調査の目的 

W-CASI研究会 2009（代表：田中愛治）が 2009年 2月 7日から同年 3月 1日にかけて行った

「日本人の社会的期待に関する意識調査」と題する全国世論調査である。本調査の目的は紙媒体

の調査票による通常の面接調査を用いて、平時の有権者の政治行動、社会意識、政治態度を、明

らかにすることである。 

 

２．調査項目 

(1) 投票および政治参加 

(2) 社会や政治への期待 

(3) 選挙における支持政党や政策争点に対する態度 

(4) 政治についての知識および評価 

(5) 対象者の属性について            など 

 

３．調査設計と実施状況 

１）調査方法 面接員が紙の調査票にて行う面接調査（ＰＡＰＩ） 

２）調査地域 全国 

３）母集団 全国の満 20歳以上の男女個人（年齢の上限なし） 

４）調査期間  2009年２月７日(土)～３月１日(日)  

５）抽出方法 層化二段無作為抽出法 （※４．標本抽出方法を参照） 

６）抽出名簿 選挙人名簿（一部、住民住民基本台帳） 

７）地点数 １９０地点 

８）標本数 ２，２８０人（1地点あたり １２人×１９０地点） 

 

 ※１地点あたり１２人の設定対象者に加えて、「転居」「死亡」「住所不明」の場合（※注）の 

予備充当対象者（６名）を含め、１地点あたり最初に１８人を抽出した。 

抽出標本数の利用順序は下記の通りである。 

・設定対象者  １２人(No.1～12) ＋ 予備充当対象者 ６人(No.13～18) 

※ 注：「転居」「死亡」「住所不明」の予備充当について 

   「転居」「死亡」「住所不明」の場合は、本来母集団に存在しない対象者であるとみなし、

予備対象者を充当するものとした。 

予備対象者は１地点あたり計６人抽出し、上記３つの欠票理由に対してのみ予備対象者

を充当した。この基準は、予備対象者にも適用させ、予備対象者において上記の欠票理

由が該当した場合にも予備対象者を充当した。 

なお調査員に対しては、上記の理由を家族、近隣住民などによりきちんと確認した上で 

調査会社の実査責任者に連絡をとった上で予備対象者の充当を行うよう指示を徹底した。 

 

９）設定標本数・実質標本数・回収標本数 
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※注：「設定標本数」「予備充当不足数」「実質標本数」について 

・「設定標本数」：調査設計に基づいて設定した、設定標本数。（３．７）を参照） 

・「予備充当不足数」と「実質標本数」： 

３．８)の通り、「転居」「死亡」「住所不明」の場合は、本来母集団に存在しない対象者で 

あるとみなし、予備対象者を充当したが、1地点あたりに用意した予備対象者数（６名）を超

えて予備充当対象者が発生した場合は、予備充当することができない標本（予備充当不足数）

が発生する結果となった。そのため、「実質標本数」は、「設定標本数」より「予備充当不足

数」を引いた数値となる。 

１０）プリテスト（準備調査） 

本調査に先駆けて、2009年 1月 20日（火）から 1月 25日(日)にかけてプリテスト（準備調査）

を実施した。W-CASI 研究会 2009 のメンバー出席のもと調査会社と共同で調査員へのインスト

ラクション（調査要領の指示説明）を実施した。1 月 26 日（月）に、プリテストをお願いした

10名の調査員からヒアリングを行い、そこで得られた意見を調査内容や方法の改善に役立てた。 

１１）調査員へのインストラクション（調査要領の指示説明） 

 調査員へのインストラクション（調査要領の指示説明）をW-CASI研究会 2009の監督のもと、

調査会社が全国 7か所で調査員全員に対してインストラクションを実施し、本調査に携わる調査

員全員が同じ要領で調査任務を遂行できるよう指示を徹底した。東京におけるインストラクショ

ン（2009年 2月 3日）には、W-CASI研究会 2009のメンバーが出席のもと、調査会社と共同で

実施した。 

１２）調査実施委託機関 株式会社 日本リサーチセンター 

 

４．標本抽出方法 

１）層化 

① 全国の市区町村を単位として、１１の地域ブロックに分類した。 

＜表１＞ 

地域ブロック 都道府県 

ブロック１  北海道 北海道 

ブロック２  東 北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

ブロック３  北関東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、 

ブロック４  南関東 千葉県、神奈川県、山梨県 

ブロック５  東 京 東京都 

ブロック６  東 海 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

ブロック７  北陸･信越 新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県 

ブロック８  近 畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

ブロック９  中 国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

ブロック 10 四 国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

ブロック 11 九 州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

②各地域ブロック内においてさらに、市区町村を都市規模により、５つの層に分類した。 

・ 18大都市（札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都特別区、横浜市、川崎市、新潟市、

設定標本数
予備充当
不足数

実質標本数 有効回収数 回収率 回収不能数 不能率

2009年2月
ＰＡＰＩ

2,280人 4人 2,276人 1,078人 47.4% 1,198人 52.6%
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静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市） 

・ 人口２０万以上の都市（１８大都市を除く） 

・ 人口１０万以上の都市 

・ 人口１０万未満の都市 

・ 郡  部（町 村）  （注）ここでいう都市・郡部とは、平成１７年１０月１日現在の市区町村とした。 

             その市区町村人口は平成１７年国勢調査各定数を基にして組み替えた。 

 

 ③地域ブロック、都市規模で分類された各セルの母集団(平成１７年国勢調査での２０歳以上人口)の 

大きさにより、190地点を比例配分し、各セルの地点数を決めた。端数は地域ブロック内で四捨五入。 

 

２）抽出 

①  「地域ブロック」×「市区町村規模層」の各セルごとに、該当都道府県・市区町村・町丁目を全 11 桁

コード順にならべ、20歳以上人口を累積した。 

 

＜表２ 平成１７年国勢調査確定値（20歳以上）＞       

地域 １８大都市 
人口 20万以

上市 

人口 10万以

上市 

人口 10万未

満市 
町村（郡部） 合 計 

1 北海道 1,539,659 534,420 734,450 800,634 1,000,358 4,609,521 

2 東北 817,027 1,932,097 675,842 2,410,175 1,935,419 7,770,560 

3 北関東 943,310 3,263,199 2,411,099 2,782,706 1,921,168 11,321,482 

4 南関東 4,734,730 3,692,282 2,038,631 1,410,207 886,413 12,762,263 

5 東京 7,105,906 1,158,305 1,568,962 522,215 72,763 10,428,151 

6 東海 3,007,226 2,346,439 2,477,729 2,628,470 1,561,882 12,021,746 

7 北陸・信越 632,701 1,755,289 747,499 1,995,251 1,123,732 6,254,472 

8 近畿 5,272,075 4,993,250 1,922,051 3,198,847 1,418,918 16,805,141 

9 中国 913,850 1,846,964 1,405,326 1,306,820 720,128 6,193,088 

10 四国 0 1,171,351 424,749 926,756 808,978 3,331,834 

11 九州 1,924,654 2,817,785 1,156,005 3,105,121 2,694,216 11,697,781 

合 計 26,891,138 25,511,381 15,562,343 21,087,202 14,143,975 103,196,039 

 

＜表３ 地点数＞             

地域 １８大都市 
人口 20万以

上市 

人口 10万以

上市 

人口 10万未

満市 
町村（郡部） 合 計 

1 北海道 3 1 1 1 2 8 

2 東北 1 4 1 4 4 14 

3 北関東 2 6 4 5 3 20 

4 南関東 9 7 4 3 2 25 

5 東京 13 2 3 1 0 19 

6 東海 5 4 5 5 3 22 

7 北陸・信越 1 3 1 4 2 11 

8 近畿 10 9 4 6 3 32 

9 中国 2 3 3 2 1 11 

10 四国 0 2 1 2 1 6 

11 九州 4 5 2 6 5 22 

合 計 50 46 29 39 26 190 

②  各セルごとに抽出間隔を以下の方法で決めた。 

     抽出間隔＝セルにおける国勢調査２０歳以上人口の合計／各セルで算出された地点数 

③  抽出間隔を上回らない任意の数字を乱数によりスタートナンバーとした。乱数は一様乱数。 

④  スタートナンバーにより、そのセルの第一の調査対象地点およびスタート人とした。 
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以下、②で求めた抽出間隔で、調査地点を系統抽出で決めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  調査対象となる個人の抽出は、市役所・区役所・役場で抽出地点とスタート人に対応する有権者名

簿により、調査対象者を選出した。２番目以降は、「インターバル 21」で、系統抽出し、各地点ごとに

合計 26人を抽出した。（転居・死亡用の予備対象者：６人を含む） 

 

５．調査の実施結果 

本調査の実施結果は、下表の通り。 

【設定標本数・実質標本数・総訪問数・有効回収数・回収不能数のまとめ】 

 

  2009年 2月 PAPI 

 A 設定標本数 2,280人   

 B 実質標本数 2,276人   

 C 総訪問数 
2,474人 

  

  （D+Eの計※予備充当対象含む）   

 D 有効回答数（完了数） 1,078人 （43.6%） 

  ・内 予備充当対象者 68人 (2.7%) 

 E 回答不能数（①～⑩の計） 1,396人 (56.4%) 

 不能理由     

  ①調査拒否 800人 (32.3%) 

  ②途中拒否 6人 (0.2%) 

  ③長期不在 ※1 58人 (2.3%) 

  ④一時不在 ※2 251人 (10.1%) 

  ⑤入院・老人ホームなどに入所 33人 (1.3%) 

  ⑥身体障害者 ※3 41人 (1.7%) 

  ⑦その他 9人 (0.4%) 

予
備
充
当 

 ⑧転居 133人 (5.4%) 

 ⑨死亡 8人 (0.3%) 

 ⑩住所不明 57人 (2.3%) 

F 予備充当対象 計（⑧～⑩の計）※4 198人 (8.0%) 

G 予備充当数 194人 (7.8%) 

H 予備充当不足数※4 

4人 

  

 （【G予備充当数】－   

 【F予備充当対象】の差分）    

＊上記の（）比率は、【C総訪問数】を母数として比率を算出したものである。 
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＊【Ａ 設定標本数】【Ｂ 実質標本数】【Ｃ 総訪問数】について 

●【Ａ 設定標本数】 ：調査設計に基づいて設定した、設定標本数。（３．７）①を参照） 

●【Ｂ 実質標本数】 ：【Ａ 設定標本数】より、【Ｈ 予備充当不足数（【Ｇ予備充当数】と【Ｆ予備充当対象】の 

差分）】を引いた実質的な標本数。 

  注※4の説明の通り、1地点あたり「転居」「死亡」「住所不明」が用意した予備対象者数

を超えて発生した場合は、予備充当対象の発生数と、同等の標本数を予備充当する

ことができないため、【Ａ 設定標本数】と【Ｂ 実質標本数】に差が生じた。 

●【Ｃ 総訪問数】 ：【Ａ 設定標本数】に【Ｇ 予備充当数】を足した標本数。 

 調査員が実際に訪問した対象者の総数である。 

＜注＞ 

※1 長期不在：住所は確認できたが、近所や家族から長期に不在であると確認できた場合。単身赴任を含む。 

※2 一時不在 ： 住所は確認できたが、5回以上の訪問でも不在の場合。 

調査員に対しては、対象者が不在の場合日時を変えるなどして、最低でも５回は訪問する

よう指示。５回以上訪問しても不在の場合は、家族や近所に長期不在や単身赴任の確認

が取れない限り「一時不在」とした。 

※3 身体的障害 ： 病気・けが、聴力・言語障害など。 

※4 １地点あたり「転居」「死亡」「住所不明」が予備対象者数（６名）を超えて発生した場合は、予備充当する 

ことができないため、「転居」「死亡」「住所不明」の合計数と、予備充当数は一致しない。 

 

６．データの利用 

 本データを利用した分析結果を公表する場合は、次の(1)か(2)のいずれかに従ってその出典を明

記すること。 

（1）本研究は、早稲田大学・読売新聞共同実施「日本人の社会的期待に関する意識調査」

（Waseda-PAPI2009）データを利用している。本データは、面接式の全国世論調査であり、読売新

聞世論調査部の協力をもとに、田中愛治（調査代表者）、西澤由隆、栗山浩一、日野愛郎、飯田健、

今井亮佑によって、また荒井紀一郎、三村憲弘、山崎新の各氏の助力を得て実施された。

Waseda-PAPI2009 は、早稲田大学グローバル COE プログラム「制度構築の政治経済学－期待実現

社会に向けて－」（拠点リーダー：田中愛治）の一環として、文部科学省からの補助金を受けて実

施された。Waseda-PAPI2009については、文部科学省私立大学学術研究高度化推進事業オープン・

リサーチ・センター整備事業「政治経済制度・価値理念の比較研究プロジェクト」（研究代表者：

須賀晃一）からの補助金助成を受けて実施された。早稲田大学・読売新聞共同実施・日本人の社

会的期待に関する意識調査（Waseda-PAPI2009）（寄託者名：W-CASI研究会 2009）の個票データは、

東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター（SSJDA）より提供を受け

た。本研究における分析は全て著者（達）の責任によって行われたものであり、これらのデータ

を収集した研究者グループ、もしくはデータを配布した SSJDAに責任はない。 

（2）早稲田大学・読売新聞共同実施「日本人の社会的期待に関する意識調査」（Waseda-PAPI2009）

（寄託者名：W-CASI研究会 2009）の個票データは、東京大学社会科学研究所附属社会調査・デー

タアーカイブ研究センター（SSJDA）より提供を受けた。本研究における分析は全て著者（達）の

責任によって行われたものであり、これらのデータを収集した研究者グループ、もしくはデータ

を配布した SSJDAに責任はない。 

 

７．関連調査一覧 

本研究グループは、2003年から主に国政選挙時を中心に全国世論調査を継続的に実施している。

各調査の調査時期、及び調査名を以下に記載した。また、2007年以降に実施した調査については、

コンピュータを用いた面接式の全国世論調査（CASI: Computer Assisted Self-Administered 

Interview）と一般的な紙の調査票による面接式の全国世論調査（PAPI: Paper-and-Pencil 

Interview）を併用している。 
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調査時期 調査名 

第 1,2波：2003年 10-11月    

第 3,4波：2004年 6-7月 

開かれた社会に関する意識調査 

（JSS-GLOPE2003-04） 

第 1波：2005年 11月          

第 2波：2007年 2月 

21世紀日本人の社会・政治意識に関する調査 

（GLOPE2005-07） 

第 1波：2007年 6-7月       

第 2波：2007年 8-9月 

日本人の社会意識に関する世論調査 

（Waseda-CASI&PAPI2007） 

2009年 2-3月 
早稲田大学・読売新聞共同実施「日本人の社会的期待に関する意識調査」 

（Waseda-PAPI2009） 

第 1波：2009年 8月           

第 2波：2009年 9月 

早稲田大学・読売新聞共同実施「日本人の社会的期待と総選挙に関する世論調査」 

（Waseda-CASI&PAPI2009） 

第 1波：2010年 6-7月       

第 2波：2010年 7-8月 

早稲田大学・読売新聞共同実施「日本人の社会的期待と選挙に関する世論調査」 

（Waseda-CASI2010） 

 


